○職員の分限及び懲戒に関する条例施行規則

別記第１号様式

様　　　　式　　　　例

	区　　　　分
	辞　　　　令　　　　文
	備　　　　　考

	分　　　　　　　　　　　　限　　　　　　　　　　　　懲　　　　　　　　　　　　戒
	免　職
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第28条第１項第○号の規定に より免職する。
	 第○号は、理由の区

 分によって記入する

 こと。

	
	休                                            職
	病　　気
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第28条第２項第１号の規定により　　　年　月　日から　　年　月 日まで　年　月又は　日間休職を命ずる。
	

	
	
	刑事事件で起訴
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第28条第２項第２号の規定により休職を命ずる。
休職期間中一般職の給与に関する条例第39条による給与 100分
の　　を支給する。
	

	
	
	の災害生死所在不明

水難．火災．その他
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 職員の分限及び懲戒に関する条例第２条の規定により　　　年
　　　　　　　　　　　　　　　　 月
　月　日から　　　年　月　日まで　　間休職を命ずる。休職
　　　　　　　　　　　　　　　　 年
期間中一般職の給与に関する条例第39条による給与の 100分の
　　　を給する。
	

	
	
	休職期間の更新
	 　　　休職消防吏員　　氏　　　　　名
休職期間を　　　年　月　日から　　　年 　月　日まで
　　月間（　　　日間）
（　　　年間）に更新する。
	 「　　　年　月　日
から」の欄は休職の

 当初の日とする。従

 ってここに記載する
期間には従前の休職
期間を含むことにな

 る。

	
	復　　職
	 　　　休職消防吏員　　氏　　　　　名

 復職を命ずる。
	 給料、補職、事務分

 掌の発令も同時にす

 るものとする。

	
	免　　職
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第29条第１項第　　号の規定により免職する。
	 第　　号は理由の区

 分によって記入する

 以下同じ。

	
	停　　職
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第29条第１項第　　号の規定により　　　年　月　日から　　　年　月　日まで　月間（　年間）停職する。
	

	
	減　　　給
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第29条第１項第　　号の規定により　　　年　月
日から　　　年　月　日まで　月間（年間）給料の月額の

 　　　分の１（月額　　　円）を減給する
	

	
	戒　　告
	 　　　　　消防吏員　　氏　　　　　名

 地方公務員法第29条第１項第　　号の規定により戒告する。
	 戒告書を添付するも

 のとする。


別記第２号様式

処　分　説　明　書
	処分者
	任命権者
　　　　　　　　職　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)

	被処分者
	所　属
	
	氏　名
	

	
	職
	
	職務の
級号給
	　　　　　級　　　　　号給

	処分の内容
	根拠法令
	地方公務員法第　　　　　条第　　　　　項第　　　　　号

	
	処分の種類
及び程度
	

	処分年月日
　　　　　　　　　年　　　月　　　日
	処分説明書交付年月日
　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	（処分の理由）


	１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、滝川市ほか６組合公平委員会に対して審査請求をすることができます。
　　なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。
２　この処分について不服がある場合は、前項の審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、組合（訴訟において組合を代表する者は滝川市ほか６組合公平委員会となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。
　　なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
３　この処分については、第１項の審査請求に対する裁決を経た後でなければ、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができません。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。
　⑴　審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。 

　⑵　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
　⑶　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。


